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日本共産党の山本伸裕です。議案３３号、および議案５６号に対しての反対討論を行います。 

まず議案３３号、平成29年度一般会計予算案でありますが、予算の在り方に関して私が申し上げたいこ

との第一は、県民・被災者こそ主人公という立場で、一人ひとりの暮らしに寄りそったきめ細かな施策の充実を

ぜひ図っていただきたいということであります。私たち日本共産党は本議会開会に先立つ２月 17 日、熊本地

震問題に関連し、復旧・復興についての提言を蒲島知事あてにお届けしました。被災者を一人残らず救済す

るという立場を熊本地震被害対策の大原則に据えることとともに、地方自治法で定められている、「住民の福

祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広くになう」との

責務を果たす県政運営を求めています。具体的には、半壊や一部損壊世帯に対しても被災者生活再建支

援制度の適用を広げることや避難生活者の生活環境改善、復興住宅の建設促進など要望事項を提言の

中に列挙しておりますので、ぜひ今後の施策に生かしていただきたいと思います。そして知事が議案提案説明

の中で強調された、財政健全化の取り組みを維持した上で復旧・復興の歩みを着実に進めていくということを

今後貫いていく上では、やはりどうしても国からの強力な支援が必要不可欠でありますし、そのための特別立法

を求めるべきだということを申し上げておきたいと思います。 

第二点目として、県民にとってその事業は決してプラスにはならないというものについては県が主体的に判断

し、真剣に見直しのメスを入れていくべきだという点であります。 

立野ダム建設についてでありますが、当初予算では建設事業負担金として９億3,254万6千円が計上さ

れております。建設予定地付近は無数の亀裂によって大規模な土砂崩落が発生し、今なおそれは続いていま

す。ダム完成後に起こり得る、土砂崩落をどうやって押さえ込むのか、納得のいく国からの説明は未だにありませ

ん。知事は、12 月議会で私の質問に対し、一つ一つのダムは、果たすべき役割や歴史的背景、事業の進捗

状況、流域住民や市町村の受け止め方など、それぞれ状況が異なる。そのため、個々の状況に応じて総合的

に判断することが重要だ。これまでも、このような考え方でそれぞれのダムについて判断してきたと述べておられま

す。しかしながら、立野ダムについてはもっぱら事業主体である国の判断、もしくは国交省の身内でつくられた技



術委員会の形式的な検証結果だけを根拠にし、多くのダムへの疑問・不安の声に背を向け続けておられるの

ではないでしょうか。なぜ県の主体的な判断が行なわれないのでしょうか。川辺川ダムについては、立野ダムと

同様国の事業でありますが、川辺川ダム事業に関する有識者会議が設置され、事業をめぐる諸課題について

様々な専門分野の研究者に、科学的かつ客観的な意見を求めておられたではありませんか。県内外に、断

層の問題、地質の問題、環境の問題、河川の問題など、研究を真摯に進めておられる先生方、技術者がい

らっしゃいます。立野ダム建設について、県が主体となって客観的・科学的検証を深める組織を立ち上げられる

ことを強く求めるものであります。 

そのほか、同和関連事業、同和教育も含めると３億 2,518 万円が計上されています。国の同和対策特

別事業の終結から 14 年がたつ今日、社会問題としての部落問題は基本的に解決された到達点にあり、行

政の施策はすべての国民に公平に運用することが原則であり、人権問題の相談、教育、啓発活動は憲法に

基づいて一般施策で行なうべきであります。 

県道高森線の整備に関しては 20億 6700万円余が計上されています。事業計画そのものは決定、認可

されたわけでありますが、住民の不安、懸念が解消されたわけではありません。住民の安全、利便性、どんな街

づくりを進めていくのか、難題が山積しています。県としてもしっかりと住民の暮らしの実態や要求と向き合って今

後もサポートしていく姿勢が大事であります。同時に開発行為にともなう地下水への影響については、未来への

禍根を残さぬよう、事業着手の前にしっかりと検証すべきであると言うことを強く訴えるものであります。 

次に、議案第 56号、熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定につ

いてであります。本条例案は、人事院勧告にもとづく国家公務員の給与改定にともなって変更されるものであ

りますが、主たる内容は扶養手当について、現行の配偶者 1万 3000円、子 6500円から、配偶者 6500

円、子１万円へと変更するものであります。子どもの手当の増額は当然だとしても、子どもが一人という場合は

配偶者手当のマイナスとの差し引きで、合わせて３千円の減額となります。問題は子ども手当ての増額の財

源として配偶者手当の削除分をあてているというところにあります。財源の措置をとってどちらの手当ても削減せ

ず拡充させることを求めるものであります。 

以上で討論を終わります。 


